
令 和 ４ 年 ９ 月 1 2 日

兵 庫 県

令和4年度9月補正予算(緊急対策)案
～原油価格・物価高騰対策の強化と感染者急増への対応～

作成年月日 令和４年９月１２日

作成部局名 財務部 財政課



兵庫県 令和４年度9月補正予算(緊急対策) 全体像

Ⅰ 県民生活の安定化に向けた支援 52億円

コロナ禍において物価高騰の影響を受ける県民生活を応援するため、飲食や県産農産物の購入
等への支援を実施するとともに、光熱費等の高騰の影響を受ける高齢者施設・障害者施設・保育
施設等を支援することで利用者負担の増加を抑制

Ⅱ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の推進 525億円

感染者急増への対応として、発生届の限定に向けた体制整備を進めるとともに、引き続き
医療提供･保健所･ワクチン接種体制等を確保

Ⅲ 円安･原油価格高騰等の影響を踏まえた事業者の経済活動の支援 72億円

収束の見通せない円安･原油価格高騰等による影響を緩和するため、中小規模の事業者等に
対する事業継続支援を強化するとともに、省エネ化・新事業展開を支援

一般会計 649億円（国庫 591億円、特定 28億円、一般 30億円）

特別会計 0.2億円（全額国庫) ※勤労者総合福祉施設整備事業特別会計

補正予算規模
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施策体系別事業一覧（１／２）
(単位：百万円)

※ 表示単位未満四捨五入の関係で積上と合計が一致しない場合がある(次項以降も同様)
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地 方 創 生 包 括 支 援 そ の 他
臨時交付金 交 付 金 補 助 金

5,219 2,389 0 1,670 22 0 1,138

1,221 1,221 0 0 0 0 0

① (新)ひょうごで食べようキャンペーン(県版GoToEat)の実施 896 896 0 0 0 0 0

  ② (新)県産農産物の購入支援(直売所キャンペーン) 293 293 0 0 0 0 0

  ③ (新)県産農産物の購入支援(量販店と連携したフェア) 32 32 0 0 0 0 0

2,316 1,168 0 0 10 0 1,138

① (新)高齢者施設における利用者負担増加の抑制 455 455 0 0 0 0 0

  ② (新)障害者施設における利用者負担増加の抑制 198 198 0 0 0 0 0

  ③ (新)保育施設等における利用者負担増加の抑制 301 301 0 0 0 0 0

  ④ (新)児童養護施設等における利用者負担増加の抑制 16 16 0 0 0 0 0

  ⑤ 県立施設等の光熱水費高騰対策 1,346 198 0 0 10 0 1,138

1,682 0 0 1,670 12 0 0

  ① (新)「課題を抱える妊産婦支援プロジェクト」の実施 6 0 0 0 6 0 0

  ふるさとひょうご寄附基金への積立

(課題を抱える妊産婦支援プロジェクト分)

  ③ 緊急生活福祉資金貸付原資の助成 1,670 0 0 1,670 0 0 0

  ④ 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の支給

  ⑤ 住居確保給付金の支給

52,538 2,654 42,767 2,514 2,752 0 1,851
1,484 1,279 130 37 0 0 38

① (新)陽性者登録支援センター(仮称)の設置 129 0 129 0 0 0 0
  ② 抗原検査キットの配布と自主療養制度の実施 559 559 0 0 0 0 0
  ③ 高齢者施設等の従事者に対する検査の実施 720 720 0 0 0 0 0
  ④ 回復者の退院受入に関する相談支援窓口の設置 1 0 1 0 0 0 0
  ⑤ 夜間保健所支援センターの設置 75 0 0 37 0 0 38

32 0 32 0 0 0 0
① 新型コロナウイルス感染症の後遺症専用相談窓口の設置 27 0 27 0 0 0 0

  ② (新)外国人観光客向け安心情報のワンストップ提供 5 0 5 0 0 0 0

Ⅱ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の推進
1 感染者急増への対応

２ 相談体制等の強化

0

Ⅰ 県民生活の安定化に向けた支援

1 県民生活・生産者等への支援

２ 物価高騰影響の緩和

３ 県民生活の安定化

② 6 0 0 0 6 0

一般事  業  名 金 額
国   庫

特定 起債

既 定 予 算 対 応



施策体系別事業一覧（２／２）
(単位：百万円)
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地 方 創 生 包 括 支 援 そ の 他
臨時交付金 交 付 金 補 助 金

47,759 1,375 42,094 2,477 0 0 1,813
① 入院医療体制の強化 30,697 1,336 29,361 0 0 0 0

  ② 無症状患者及び軽症患者の入院以外への対応 11,305 39 11,266 0 0 0 0
  ③ 検査機能の充実 2,733 0 0 1,367 0 0 1,366
  ④ 相談体制の強化 475 0 475 0 0 0 0
  ⑤ 保健所等の体制強化 843 0 605 119 0 0 119
  ⑥ 入院医療費等公費負担 1,312 0 0 984 0 0 328
  ⑦ 地域医療体制の維持 387 0 387 0 0 0 0
  ⑧ ワクチン接種体制等の整備 7 0 0 7 0 0 0

3,263 0 511 0 2,752 0 0
① 感染等発生福祉施設の感染拡大防止・事業継続等への支援 2,752 0 0 0 2,752 0 0

  ② 高齢者施設等における感染者発生時への支援 511 0 511 0 0 0 0

7,147 7,147 0 0 0 0 0

6,131 6,131 0 0 0 0 0

① 原油価格・物価高騰対策一時支援金の支給 5,485 5,485 0 0 0 0 0

  ② (新)施設園芸燃料(LPｶﾞｽ)価格高騰に対する生産者への支援 15 15 0 0 0 0 0

  ③ (新)粗飼料価格高騰に対する酪農家への支援 198 198 0 0 0 0 0

  ④ 配合飼料価格高騰に対する畜産業者への支援 318 318 0 0 0 0 0

  ⑤ 石油系漁業資材価格高騰に対する漁業者への支援 10 10 0 0 0 0 0

  ⑥ 地域公共交通新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ対応型運行への支援 105 105 0 0 0 0 0
1,016 1,016 0 0 0 0 0

  ① (新)農業生産コストの低減支援 150 150 0 0 0 0 0
  ② 施設園芸省エネ機器の導入支援 15 15 0 0 0 0 0
  ③ 自給飼料の増産支援 30 30 0 0 0 0 0
  ④ (新)公共交通等事業者に対する省エネ化への支援 821 821 0 0 0 0 0

64,904 12,190 42,767 4,184 2,774 0 2,989
うち、一般会計 64,883 12,169 42,767 4,184 2,774 0 2,989
うち、勤労者総合福祉施設整備事業特別会計 21 21 0 0 0 0 0

合  計

特定 起債 一般

2 省エネ化・新事業展開への支援

金 額
国   庫

Ⅲ 円安･原油価格高騰等の影響を踏まえた事業者の経済活動への支援

1 企業等の事業継続支援

事  業  名

３ 医療提供体制・検査体制の充実

４ 事業者の感染防止対策の強化



県民生活・生産者等への支援

5

■ひょうごで食べようキャンペーン(県版GoToEat)の実施：9.0億円

○ 物価高騰に直面する県民生活を支援するとともに、原材料調達コスト上昇の影響を
受ける飲食店を支援するため、プレミアム付き食事券発行によるキャンペーンを実施

・発 行 総 額 35億円(プレミアム率 25％)

・食事券単価 一冊12,500円分を10,000円で販売(28万冊)

・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ期間 R4.12月～R5.1月(2ヶ月間)〔予定〕

・対 象 店 舗 県コロナ対策適正店のうちｷｬﾝﾍﾟｰﾝ登録店舗

・対 象 経 費 商品券ﾌﾟﾚﾐｱﾑ分、商品券･参加店ﾏｯﾌﾟ作成費 等

■県産農産物購入への支援：3.3億円

○ 食費高騰の影響を受ける県民を支援するとともに、肥料・燃料等の高騰で経営が
圧迫されている生産者を支援するため、県産農産物の購入支援・販売促進を実施

【新】

【新】

県内直売所における消費ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施

「安心情報ポータルサイト」を開設

県内量販店･卸売市場と
連携したフェアの開催

「安心情報ポータルサイト」を開
設

・実施期間 R4.11月～R5.2月のうちの

3日間程度

・対象店舗 100店舗(5量販店×20店舗)

・内 容 県内量販店に県産農産物

ｺｰﾅｰを設置、県産品への

ﾎﾟｲﾝﾄ上乗せ付与 等

・金 券 内 容 １回2,500円の購入につき、

500円の金券発行

・ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ期間 R4.11月～R5.1月(予定)

・対 象 店 舗 ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ参画の直売所

・対 象 経 費 金券ﾌﾟﾚﾐｱﾑ分、直売所の

販売促進･PR経費補助 等

Ⅰ生活の安定化

〔業況判断DI(日銀短観)〕



■社会福祉施設等における光熱費等高騰対策：9.7億円

○ 光熱費・食費等の高騰による利用者負担の増加を抑制するとともに、報酬単価等が据え置か
れている社会福祉施設等が継続的・安定的にサービスを提供できるよう、一時支援金を支給

①対 象 施 設

・高齢者施設 ：4.5億円

〔特別養護老人ホーム等入所施設、訪問・通所サービス事業所 等(約3,500施設)〕

・障害者施設 ：2.0億円

〔障害者支援施設等入所施設、訪問・通所サービス事業所 等(約2,200施設)〕

・保育施設等 ：3.0億円

〔私立保育所・認定こども園、放課後児童クラブ、私立幼稚園 等(約1,000施設)〕

・その他の施設：0.2億円

〔児童養護施設、母子生活支援施設、保護施設 等(約200施設)〕

※いずれも、県所管分を対象

②支 給 単 価 施設区分(入所･通所･訪問)、定員等に応じて段階的に設定
※定員10～19人の特養 15万円、定員30～39人の保育所 12.6万円 等

物 価 高 騰 影 響 の 緩 和
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Ⅰ生活の安定化

【新】



■「課題を抱える妊産婦支援プロジェクト」の実施：600万円

○ ふるさとひょうご寄附金等を活用し、実家のような頼れる居場所に出会い、安心して
出産･子育てができ、自立や夢が実現できるよう応援プロジェクトを展開
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Ⅰ生活の安定化

【新】

県 民 生 活 の 安 定 化

特定妊婦等支援臨時特例事業
(R3.2月経済対策)

■宿泊施設の提供
■自立支援計画策定(産後2～3ヶ月後目処)
■ステップハウスの見守り･訪問
■受診同行支援

妊娠SOS
相談事業

市町相談
窓 口

妊産婦ﾎｽﾄﾌｧﾐﾘｰ
（週末里親型）

実施事業

出産準備支援事業
出産育児一時金の

追加支援

受診同行支援 自立準備支援事業
（家電等の購入支援）

資格取得支援事業
（資格・講座等の受講費用を支援）

（実家のような頼れる居場所づくり）

住宅設定
(親族との調整)

県営･民間住宅
(ｽﾃｯﾌﾟﾊｳｽ)

母子生活
支援施設

里親･乳児院･
特別養子縁組

病院･
助産施設

(委託民間事業者)

【新】 【新】

【新】

【新】



8

支援金等の名称 概 要 拡 充 内 容

緊急生活福祉資金
(貸付)

一時的な資金が必要な方への緊急貸付

①緊急小口資金 最大20万円(償還2年、据置1年)

②総合支援資金 最大20万円/月(償還10年、据置1年)

※最大３カ月

①②について、申請期間を

令和４年９月末まで延長
※現行 令和４年８月末まで

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症
生活困窮者自立支援金

緊急生活福祉資金の貸付が終了し、一定の所
得要件等を満たす世帯に対し、自立支援金を
支給

○単身世帯 6万円/月、2人世帯 8万円/月 等
※最大6カ月

申請期間を

令和４年12月末まで延長
※現行 令和４年８月末まで

住居確保給付金

一定の所得要件等を満たし、休業等による収
入減少により、住居を失うおそれがある方に
家賃相当の給付金を支給

○単身世帯 3万9,000円 等
※最大12カ月＋再支給3ヶ月

コロナ特例再支給分の

申請期間を

令和４年12月末まで延長
※現行 令和４年８月末まで

国制度による各支援金等の申請期間が延長されたことを踏まえ、生活困窮者等への
切れ目のない支援を実施

県 民 生 活 の 安 定 化Ⅰ生活の安定化



感 染 者 急 増 対 策
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■陽性者登録支援センター(仮称)の設置：1.3億円

○ 発生届の届出対象の限定を見据え、発生届対象外となる患者に対するフォローアップ体制を構築

するため、既存の自宅療養者等相談支援センターに加え、陽性者登録支援センター(仮称)を設置

・業務内容 感染者総数の把握〔医療機関からの年代別総数報告を整理〕

低リスク者(届出対象外の希望者)の登録〔個人情報登録、陽性者確認 等〕

低リスク者の療養証明の発行

■抗原検査キットの配布と自主療養制度の実施：5.6億円
○キットの配布

・県からの配送及び市町※による配布(庁舎での受取等)
※独自制度を運用中の神戸市を除く

○自主療養登録センターの設置
・業 務 内 容 自己検査で陽性となった方の登録、自主療養証明書の発行 等
・登録対象者 ２～59歳 かつ 基礎疾患等がない かつ 軽症・無症状の方

■高齢者施設等の従事者に対する検査の実施：7.2億円
○ 高齢者施設等の従事者に対する検査について、対象施設を拡充するとともに

実施期間を延長

・対 象 高齢者及び障害者施設等の従事者(入所系・通所系・訪問系(今回追加)〕

・検査方法 抗原定性検査（検査キットを施設等に配布)

Ⅱ感染症対策

【新】



相 談 体 制 の 強 化
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■新型コロナウイルス感染症の後遺症専用相談窓口の設置：2,700万円
○ オミクロン株の増加等により後遺症に悩む罹患者の増加に対応するため、

看護師による専用相談窓口を設置

・名 称 ひょうご新型コロナ後遺症相談ダイヤル

・対応時間 9:00～20:00

■外国人観光客向け安心情報のワンストップ提供：500万円
○ 外国人観光客(FIT※)の再開を見据え、体調不良時に多言語で診療可能な医療機関等の

各種情報をワンストップで提供する多言語ポータルサイトを開設(令和5年1月頃を予定）
※FIT：「Foreign Independent Tour」の略、個人の外国人旅行客

Ⅱ感染症対策

県公式インバウンド向け観光ＨＰ〔Another Hyogo〕
(対応言語：英語、中国語(繁体･簡体)、韓国語、ﾌﾗﾝｽ語、日本語)

「安心情報ポータルサイト」を新たに開設
（各情報を多言語・ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟで提供)

「安心情報ポータルサイト」を開設

①各種情報のアクセス先の相談窓口
■外国人旅行者向けｺｰﾙｾﾝﾀｰ(JNTO(日本政府観光局))

②安心な旅行ルール情報
■新しい旅のエチケット
■医療機関利用ガイド(多言語版)、海外旅行保険

加入案内 等

③発熱等体調不良時の情報ツール
■多言語対応可能な県内医療機関の情報と

マップ表示
※位置情報と連携し、ルート･時間を表示

■多言語によるコロナ電話相談窓口(厚労省)

宿泊施設等で周知
(QRコード掲示)

ホテル、旅館、観光協会、観光案内所、
空港、主要駅、バス、旅客船 等

【新】



医 療 提 供 体 制 等 の 確 保
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■入院医療体制等の強化：420億円

○ 更なる病床確保のための、空床補償予算を増額：295億円

○ 自宅療養者・待機者へのフォローアップ体制を確保：39億円

■保健所等の体制強化：8.4億円

○ 相談センター補助員、疫学調査・感染事務補助員の配置

○ 民間人材や保健師バンク等を活用した応援チームの派遣

○ 感染拡大時の職員派遣及び保健所業務支援室の増員

（参考：ワクチン接種の推進）
○ ワクチン接種を更に促進するため、県独自の大規模接種会場の設置を延長

・設置場所 姫路市内（旧姫路市東姫路駅前集団接種会場）※県・姫路市共同設置
西宮市内（旧西宮市西宮北口アクタ会場）
※いずれも10月から

・対 象 者 (1)２回目接種から５ヶ月以上経過する18歳以上の方
(2)３回目接種から5ヶ月以上経過した、①60歳以上の方、②18歳以上で

基礎疾患を有する方、その他重症化リスクが高いと医師が認める方、
③医療従事者等 など

※オミクロン株対応ワクチンについて、県の接種会場では、入手でき次第、
高齢者等に対して接種を実施予定

Ⅱ感染症対策



■農林水産事業者への支援：8.８億円

○ 燃油価格高騰等によるコスト増加を緩和するため、業種に応じて必要な支援を実施

■ひょうごで食べようキャンペーン(県版GoToEat)の実施：9.0億円【再掲】

■原油価格・物価高騰対策一時支援金：55億円

○ 6月補正事業(予算額96億円)の申請状況を踏まえて必要額を追加計上(対象者・支援内容は同一)

原油価格高騰等による影響の緩和
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対象業種 支援内容・対象経費等 予算額

農 業
(施設園芸)

【新】・施設園芸燃料(LPｶﾞｽ)価格高騰に対する生産者の支援

※ 別途、｢省エネ化・新事業展開の支援(P14参照)｣等を実施（1.5億円）
1,500万円

畜産業
【新】・粗飼料価格高騰に対する酪農家の支援

・配合飼料価格高騰に対する畜産業者の支援を増額

5.2億円

(7.9億円)

漁 業
・石油系漁業資材(漁網、ロープ等)価格高騰に対する漁業者の

支援を増額
1,000万円

(7,500万円)

全 般
(生産者支援)

【新】・県内直売所における消費拡大キャンペーンの実施【再掲】

【新】・県内量販店と連携した県産農産物フェアの実施【再掲】
3.3億円

※下段( )書きは６月補正
計上額(外書き)

Ⅲ経済活動の支援

【新】



(参考)農林水産事業への支援施策

13

業 種 原油・肥料・飼料価格高騰対策 その他緊急支援

農 業
(施設園芸)

畜 産 業

林 業

漁 業

国：配合飼料価格安定制度
(価格高騰に対する補填)

国：畜産クラスター事業
(高付加価値化機器の導入支援)

国支援県支援
赤字は9月補正事業

県： (新)県産農産物の購入支援
省エネ機器等の導入支援

国：産地生産基盤パワーアップ事業
(農業機械・集荷施設等整備支援)

国：施設園芸ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ(燃料費高騰に対する補填)
肥料価格高騰対策(肥料価格上昇分の一部を支援)

県：(新)粗飼料の価格高騰に対する一時支援金
配合飼料の価格高騰に対する一時支援金

県：自給飼料増産機器等の導入支援

県：県産木材価格高騰対策事業
(住宅用木材価格高騰に対する支援)

国：国産材転換支援緊急対策事業
(外材からの転換支援)

国：漁業経営セーフティネット
(燃油価格高騰に対する補填)

国：水産業競争力強化緊急事業(機器導入支援)

○ 燃油価格高騰等に対し、国の施策を含め業種ごとに幅広く支援を展開

県：石油系資材の価格高騰に対する一時支援金

Ⅲ 経済活動の支援

県：(新)施設園芸燃料(LPｶﾞｽ)の価格高騰に
対する一時支援金

(新)生産コスト低減機器等の導入支援



■農業生産コストの低減支援：1.5億円

○ 肥料価格高騰の影響を受ける農業者に対し、生産コスト低減機器等の導入を支援

・補助対象者 国の肥料価格高騰対策に取り組む農業者等 等
・対 象 経 費 側条施肥田植機(肥料利用率向上)、収量センサー付きコンバイン 等
・補 助 率 １／２

■自給飼料の増産支援：3,000万円

○ 穀物の国際価格高騰等の影響を受ける畜産農家に対し、自給飼料の増産に資する機器等の

導入を支援

・補助内容 グラスシーダー(飼料用作物の種まき機)、ロールベーラー(飼料収穫・梱包機械)  等

・補 助 率 １／２

■公共交通等事業者に対する省エネ化の支援：8.2億円

○ 燃油価格高騰の影響を受ける公共交通等事業者に対し、省エネ性能に優れたエコタイヤの
購入費用を支援
・補助単価 路線バス事業者 22,500円/本〔上限 13万5千円/台〕

タクシー事業者 4,000円/本〔上限 1万6千円/台〕
トラック事業者 5,000円/本 上限 20台未満：3万円/台

20台以上：60万円/事業者

省エネ化・新事業展開の支援
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Ⅲ 経済活動の支援

【新】

【新】


